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第 5 節 ロシア税関による水際対策  

(1) ロシア、ベラルーシ、カザフスタン関税同盟における知的財産権対象

の水際対策制度の概要 

 ロシア、ベラルーシ、カザフスタンは、2010 年 7 月 6 日にユーラシア経済共同体(Eurasian 

Economic Community)(EurAsEC)の枠組内において関税同盟を設立した。最近では、キル

ギスタン及びタジキスタンが既に関税同盟に加盟したいと発表している。関税同盟の主要な

目的は、関税、通関手数料、経済制約の免除される共通の通関地域を創設することである。

関税同盟内では、共通関税率や商品貿易を規制するその他の共通措置が実施されている。 

 関税同盟関税法(以下、法)は 2010 年 7 月 6 日に施行された。法は、国内法により定められ

た国内機構のほか、所有者の知的財産権を保護するための特別な通関措置を定めている。さ

らに、関税同盟の加盟国は知的財産権の統一税関登録簿に関する合意(以下、合意)を採択し

た。 

 法及び合意によれば、権利者は関税同盟の全加盟国で保護されている商標／著作権を統一

税関登録簿に登録することができる。これについて、登録簿の管理は、ロシア連邦税関局が

担当する。関連諸法はすでに施行されているものの、知的財産の統一税関登録簿の実際の運

用はまだである。このため、現時点では、知的財産の統一税関登録簿への知的財産権の登録

申請は受け付けていない。 

 この登録簿の運用が始まれば、商標／著作権の登録簿への登録申請は、それぞれ関税同盟

加盟国の中央税関当局が検討することになる。差し当たりは、関税同盟の各国の税関当局が

国内規則に従って知的財産の対象を取り入れた物品の移動を管理する。 

 並行輸入の取扱いに関しては、関税同盟では共通の体制は未だに定められていない。それ

ぞれの法域がこの問題については独自に対処している。したがって、ロシアでは法律により

知的財産権の国内消尽が適用されるので、並行輸入は禁止されている。ベラルーシでも、知

的財産権の国内消尽の概念が通用している。これらの法域とは異なり、カザフスタンの法律

では、知的財産権の消尽の法理については何も定められていない。実務においては、弁護士

はカザフスタンでは知的財産権の国際的消尽の法理が有効だと考える傾向にある。 
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(2) ロシアにおける知的財産権の水際対策の概要 

 関税同盟の関税法、「ロシア連邦における税関規則に関する」連邦法、その他の法律に基づ

き、税関当局の模倣品に対する水際措置は、基本的に有効である。連邦法は、輸入により所

有者の権利を侵害する物品の解放の停止を認める行政手続を定めている。 

 権利者は、ロシア連邦税関局の税関知的財産登録簿への自己の商標／著作権の登録申請を行う

ことができる。申請に際しては、権利者にはとりわけ次のものの提出が求められる。 

① 知的財産権(商標／著作権)の所有者であることの証拠 

② 知的財産権の対象製品を使用(輸入)する許可を得た者(輸入者)に関する情報 

③ 税関当局による模倣品の発見・特定を可能とするに足る情報 

④ 当該品が誤って通関停止された場合の物的損害を賠償するための担保保証(secured  

warranty)(補償金) 

 税関の知的財産登録簿は連邦のもので、ロシア税関当局の全てが参照し、遵守する義務がある。

この登録簿への知的財産権(商標／著作権)の登録には、公的手数料がかからない。商標／著作権

の税関の知的財産権登録簿への法定登録期間は、最長で 2 年間である(更新可)。 

 商標／著作権を税関の知的財産登録簿に登録する際は、税関当局は当該商標／著作権の付され

た物品の輸入を監視する。侵害品が輸入された場合、税関職員は当該品の解放を 10 営業日の間

停止し、また模倣疑義物品の供試品、見本品、実物を採取し、調査し、差止められた物品の写真

を検査する機会を与えることにより、通関申告者(輸入者)、差止められた物品に関する関連情報

を提供して商標／著作権の所有権者に伝達する。理由を示す必要があるとはいえ、さらに 10 営

業日の延長が可能である。 

 税関当局に侵害の疑いのある物品の差止めを認める主な目的は、当該品の侵害にあたる性質を

権利者が確認できるようにするためで、侵害が肯定された場合には、申告者(輸入者)に対し行動

を起こすためである。権利者は法律により利用可能な各種の司法救済措置を適用して、現実に自

己の権利行使を行うことができる。 

 一般的には、具体的には該当品が模倣品(偽物)である等の侵害があった場合には、(ロシア連邦

行政違反法第 14.10 条に従って)権利者には税関当局に措置申請(請願)により税関当局に支援を

求めて、税関当局が行政手続きを提起し、侵害者を裁判所に提訴できるようにする権利が与えら

れている。行政訴訟の結果、(職権による模倣品の廃棄とともに)没収及び(ロシア国庫収入となる)

罰金に処せられる。国境での税関当局の押収の結果、権利に対して生じた損害が相当な額(商標

で約 50,000 米ドル、著作権で約 1,700 米ドル)に上る場合は、当該事案はさらに刑事訴訟を提起
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するため、警察に移管される。侵害者に対する通常の刑事訴訟の結果、侵害が認められる場合に

は、罰金、職権による模倣品の廃棄、強制労働、矯正労働といった刑罰に処されることがある。

侵害をやめさせるために権利者が取ることのできるエンフォースメントの別の方法には、民事訴

訟がある。民事訴訟の枠内で、商標／著作権の所有権者は、差止めによる救済(物品の輸入禁止)

及び損害賠償(又は法律の定める金銭による賠償)を求めることができる。 

 輸入者に対して(期間の延長がされない場合には)10 営業日以内に訴訟が提起されなければ、物

品は解放されることとなる。模倣疑義品の留置に関連する通関停止通知への不応答が続けば、そ

れは税関の知的財産登録簿から当該商標／著作権を削除する有効な法的根拠になり得る。 

「ロシア連邦における関税規則」に関する連邦法に基づき、税関には、知的財産権の対象

物の侵害に対して職権により行為する権限が与えられている。税関は、知的財産権侵害の兆

候が明らかにされ、かつ、ロシア連邦領域における権利者(又はその代理人)の情報が利用可

能となった場合には、(その対象物が税関登録簿に登録されていないものであっても)知的財

産権の対象物を含む物品を含む物品の積荷を 7 営業日の間保留する権限を有する。物品の解

放停止措置の場合は、税関当局は、遅くとも物品の解放停止措置の翌日には、権利者及び通

関申告者に対しその旨を通知する。また、税関当局は、権利者に必要な情報を請求する権限

を有する。権利者に関して税関当局に提供された情報が確認されない場合、又は権利者(若し

くはその代理人)が税関当局に対し当該決定の取消しを申し立てた場合は、その物品の解放停

止に関する決定は物品の解放停止期間の満了前に取り消される。知的財産権の対象物が税関

登録簿に登録されていない場合は、税関は 1 回限りこの対象物を含む積荷を職権により停止

することが許される。 

 税関は特許製品の検査は行わないが、特許権者が自己の特許権を侵害する特許製品がロシ

アに輸入されようとしているとの情報を有する場合は、特許権者は税関に申告することがで

き、そうした要求に対し税関は前向きに対応する場合が多い。税関は、侵害品を発見すると

特許権者にそれを通知し、特許権者は行政訴訟又は民事訴訟のいずれであろうとも、訴訟を

提起することができる。 

(3) ロシア税関の組織 

 連邦税関局(FCS)は、国の執行機関であり、ロシア連邦政府の直接の管理下にある。 

 2011 年の連邦税関局の長は、Andrey Yurievitch Belyaninov 氏である。 

 連邦税関局は、主に次の職務を担っている。 
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 税関検査 

 通関手数料の徴収 

 税関の認定通関業者登録簿の管理 

 商品名称・分類登録簿の管理と登録簿に基づく物品の分類 

 関税法令への違反の除去 

 国際ビジネスの関係者へのコンサルティング(無償) 

連邦税関局の本部には、機能別に次の 21 の局がある。 

1. 税関手続管理総局 

2. 財務会計総局 

3. 税関手続規制局 

4. 連邦税関歳入・関税規制総局 

5. 密輸規制総局 

6. 調達兵站総局 

7. 情報技術総局 

8. 関税調査総局 

9. 分析局 

10. 監査局 

11. 法務局 

12. 法整備・法律支援局 

13. 国家雇用・人事局 

14. 国家保安局 

15. 通関検査局 

16. 関税協力局 

17. 関税統計分析局 

18. 関税品目分類(Goods Nomenclature)局 

19. 貿易制限・通貨・輸出管理局 

20. 渉外事務局 

21. 業務管理局 

地域支部(8 ヵ所): 

1. 中央税関支部(CTU) 
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2. シベリア税関支部(STU) 

3. 北東税関支部(SZTU) 

4. 南税関支部(JTU) 

5. 沿ヴォルガ税関支部(PTU) 

6. ウラル税関支部(UTU) 

7. 極東税関支部(DVTU) 

8. 北コーカサス税関支部(SKTU) 

連邦税関局の地域構造は次の通り。 

 

 連邦税関局本部の住所：Russia 121087, Moscow, Novozavodskaya str., 11/5 

 連邦税関局のウェブサイト： http://www.customs.ru (http://eng.customs.ru/－英語版) 

(4) 税関 

 侵害品の輸入者に対して行政訴訟を提起し、最終的に侵害品を廃棄させるためには、知的

財産権者から税関に請願書が提出される必要がある。 

 行政訴訟が提起されると、税関は裁判所の判決が下されるまで職権により行動することが

できる。 

 ただし、発生した損害額を計算したり、模倣品と識別される特徴について専門家に伝える

など、一定の場合には知的財産権者の支援が必要とされる場合がある。 

 ロシア連邦憲法によれば、(輸入者の私有財産である)模倣品の没収・廃棄の決定を採択で

きるのは裁判所のみである。したがって、知的財産権者が当該品が模倣の性質を有するもの

http://www.customs.ru/
http://eng.customs.ru/
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であると確認し、輸入者に異議がない場合であっても、税関は裁判所に提訴しなければなら

ない。 

 裁判所抜きで輸入者が事案を解決するための選択肢は、「ロシア連邦の税関規則に関する」

法律第 39 章(関税同盟の関税法第 42 章に該当)に従って税関廃棄の手続に当該品を付し、そ

れらを任意に廃棄するというものしかない。ただし、この選択肢は、物品の差止め期間中し

か利用できない。 

(5) ロシア関税法の概要 

 一般に、ロシア税関は関税同盟の関税法(ロシア、ベラルーシ、カザフスタンの間で 2009

年 11 月 27 日付の関税同盟の関税法に関する条約第 17 号の別紙として採択された)、2010

年 11 月 27 日付の「ロシア連邦における税関規則に関する」連邦法第 311-FZ 号並びに 2001

年 12 月 30 日付のロシア連邦行政違反法第 195-FZ 号に基づき行動する。また、税関管理の

具体的側面の規制は、連邦税関局の個別の決定により行われている。これには例えば、2011

年 3 月 25 日付の「知的財産権保護の関連措置を取るための税関措置の採択に関する」連邦

税関局決定第 626 号がある。 

 関税同盟の関税法には、税関検査についての一般規定が盛り込まれており、税関にいくつ

かの重要な権限を与えている。「ロシア連邦における税関規則に関する」連邦法は、より詳細

に各国毎の規則や税関の権限を定めており、ロシア連邦行政違反法は商標／著作権侵害の場

合の具体的な救済措置を定めている。 

 関税同盟の関税法第 331 条によれば、税関には侵害の疑いのある貨物の通関を停止させる

権限がある。ただし、ロシア連邦憲法第 35 条(3)によれば、何人も裁判所の決定がなければ

自己の財産を剥奪されることはできない。したがって、商標侵害の場合にはロシア連邦行政

違反法第 14.10 条により、著作権侵害の場合には同法第 7.12 条により、模倣品の没収又は廃

棄の決定を採択する権限は、裁判所のみに与えられている。 

 「ロシア連邦における税関規則に関する」連邦法第 305 条(2)によれば、税関による保護の

対象となる知的財産権とは、税関登録簿に登録されている著作権、著作隣接権、商標、サー

ビスマーク、原産地表示である。特許が保護対象に含まれていない理由は、税関職員にとっ

て直ちに見分けるのが容易でない技術的解決のためである。 
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(6) 税関における差押え手続 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7) 侵害品の差押請求に必要な書類及び認証 

 侵害品の差押え及び廃棄の請求に必要な書類は、商標／著作権が税関の知的財産物登録簿

に登録されているか否かにより異なっている。 

 基本的には、侵害品の差押え及び廃棄を請求するためには、税関に次の書類を提出する必

要がある。 

 商標権者又はその代理人からの請願書(簡易署名)－行政訴訟の提起及びそれに続く模

倣品廃棄の根拠書類として必要とされる。 

 商標権者発行の代理人の委任状(公証及びアポスティーユによる認証)– 代理人が請願

 

 
- 刑事／行政訴追 

 

- 民事訴訟の追行 

 情報 

税関による差押え 

 

民事訴訟－仮処分の申請 

 

司法手続 

公判＆判決 

執行 

- 権利者の請願 

- 税関の措置 

 - 被疑（不認定）侵害者 

- 侵害された権利 

- 被った損害 

 

- 税関支署 

- 差止めの通知 

 

- 権利者は原告として訴訟

に参加する 

 

- 差止めによる救済（輸入禁止） 

- 罰金による救済（金銭的損害賠償の認定 

通常の 

民事訴訟 

4-7 ヶ月 

 

情報 

調査 

税関による差押え 

司法手続 

公判＆判決 

執行 

- 権利者の請願 

- 税関の職権による

措置 

 
- 被疑侵害者 

- 侵害された権利 

- 被った損害 

- 違反／侵害の報告 

 
- 税関支署 

- 差止めの通知 

 
- 商標権者が裁判手続に参

加するか、又は検察官が権

利者に代わって訴訟をする

ことができる。 

 - 罰金＆罰則 

- 模倣品の没収及び

職権による廃棄 

 

通常の 

行政訴訟： 

3-6 ヶ月 

 通常の 

刑事訴訟： 

1-2 年 
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書を提出する場合に、代理人は商標／著作権の権利者に代わり行為する権限を確認し

なければならない。 

 ロシア商標登録簿／国際商標登録簿の抄本(又は公証謄本)– 商標が税関登録簿に登録

されていない場合、当該商標が実際に有効かつ執行可能であることを正式に確認する

ためこの文書が必要とされる。 

 書類は全て原本又は公証謄本のいずれかでなければならない。書類がロシア語以外の言語

で作成されている場合は、ロシア語への公証翻訳文を添付しなければならない。 

 侵害された商標／著作権が税関登録簿に記録されている場合、商標権者又はその代理人(当

該代理人が税関登録簿に記録されているものと仮定)による請願書に簡易署名して提出する

必要がある。 

以下に委任状のサンプルを示す。 

 

委任状 

 

氏名  

(以下「本人」と称す。) 

住所  

 

ここに、以下の者に対し、以下の事項につき、その権限を認める。 

 

Ivanov Ivan Ivanovich (パスポート番号 12 34 123456, 発行者 OVD-115 、発行年月

日 2011 年 11 月 11 日)及び 

 “Daisy” LLC 法 律 事 務 所 (Russia 123456 Moscow, Red Square, 1, OGRN 

XXXXXXXXXXX) 

 

以下の機関に対し、本人を代理すること。すなわち、ロシア連邦裁判所、ロシア連邦内務省

機関、ロシア連邦検察局、ロシア連邦裁判所執行局、ロシア連邦税関局、ロシア連邦反独占

庁、ロシア連邦知的財産特許商標庁、その他連邦政府機関、各地の機関、法的主体及びその

他の第三者。 
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上記の権限を認められた者は、一切の行政訴訟、民事訴訟又は刑事訴訟において、本人に代

わりいかなる法的対応措置をも履行する権限を付与される。かかる法的対応措置には、以下

に掲げる行為等が含まれる。すなわち、訴訟、反訴、請求、上訴、申立に係る書類その他こ

れらに類する性質の書類及びこれらに対する答弁書等に署名の上これを提出すること、暫定

的救済措置に係る申立書に署名の上これを提出すること、仲裁機関に事件を付託すること、

請求事項の全部又は一部につきこれが無効であると宣言し、又は訴訟の(相手方)主張を認め

ること、訴訟上の根拠又は／及び係争物を変更すること、友好的な合意又は事実に係る合意

に至ること、新事実の発見を理由として訴訟の再審理を求める申立書に署名の上これを提出

すること、裁判所の決定、判決、命令、裁定及び措置を受け入れ、またこれに異議を申し立

てること、執行命令を得ること、手数料の納付、その払い戻し／受領の要求を行うこと、訴

訟における審理に出廷すること、書類の提出及び受領を行うこと、証拠を探して提出するこ

と、公証人による証拠保全手続を行うこと、証拠調べを行うこと、司法手続において、裁判

官その他訴訟当事者に対し、異議・反論を唱えること、裁判所の決定、判決その他裁定につ

き、変更を求めること、専門家を指名し、これに異議・反論を唱えること、被告に異議・反

論を唱えること、請求を申し立て、受け入れ、拒否すること、裁判所の判決、決定、命令そ

の他裁定につき、強制執行を求めること、執行官の行為及び措置につき異議申立てを提起す

ること、回収に係る執行命令を提示し、裁定その他の財産を受け取ること、本人の商標及び

著作権の対象物につき、これを税関庁の知的財産物の登録簿に登録及び更新するために必要

な措置を講じること、認定輸入業者のリストへの変更など、税関の知的財産物の登録簿にあ

らゆる種類の変更を挿入するために必要な措置を講じること、本人に代わり損害填補保証書

に署名すること、認定輸入業者リストに署名すること、模倣品と思われる物品の解放停止措

置の申立を提出すること、模倣品と思われる物品の差止め通知を受け取ること、解放停止措

置の取られた物品の供試品、見本品及び実物を入手し、これの分析を行い、これの写真につ

き調査を行い、又はその他これの調整を行うこと、専門家による意見を書面で準備すること、

情報及び書類を要求すること、模倣品と思われる物品の押収期間につき延長を求めること、

並びにその他本人に変わってあらゆる法的行為を実施すること。 

 

本委任状は、本状により付与された権限を譲渡する権利と共に、3 年間有効とする。 

 

__________________________________ _______________ ________________________________ 
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 (署名者の役職)  (署名)  (署名者の氏名) 

  

日付: ____________________________ 署名地: ________________________________ 会社印: 

公証及び認証が必要とされる 

 

 この委任状はサンプルである。特定の委任状の発行を希望する商標権者は、委任状に以下

の表現を含める必要がある。 

 「…上記の権限を認められた者は、輸入者 (INN (TIN) 231200604729)による商標

「XXXXXXX」を付した物品の輸入に関連する一切の行政訴訟、民事訴訟又は刑事訴訟にお

いて、本人に代わりいかなる法的対応措置をも履行する権限を付与される。かかる法的対応

措置には、以下に掲げる行為等が含まれる。」 

(商標侵害の場合に)税関に提出する請願書のサンプルを以下に示す。 

宛：特定の税関 

住所：Certain city, 123456, Some str., 1. 

 

ロシア連邦行政違反法第 14.10 条に基づく行政責任に係る請願書 

 

OWNER の住所に所在する「OWNER」社は商標「XXXXXXXX」(登録番号：XXXXXX)の

所有権者である。当該商標はとりわけ、分類 XX の商品を対象としている。当該商標につき

商標登録簿の抄本を別紙 1 として同封する。 

 

(弊社は、委任状(別表 2 として同封)に基づく「OWNER」社の代理人である。) 

 

(商標「XXXXXX」は、連邦税関局の 2011 年 1 月 1 日付決定に従って税関の知的財産物登録

簿に登録されている。) 

 

特定税関の書状により、IMPORTER(INN)が総数 XXXX 点の輸入品、すなわち「物品の種

別」のロシアへの輸入申告を行ったことを知るに至った。物品の製造者は、

MANUFACTURER と表示されており、荷送人は CONSIGNOR と表示されている。 
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一方、上記の物品は、次の理由から模倣品である。 

- 輸入品に付された表示が商標「TRADEMARK」第 XXXXXXXX 号と混同を生じるほど

類似している。 

- OWNER は IMPORTER にも MANUFACTURER にも物品に商標を使用する権利を与

えていない。 

- OWNER と MANUFACTURER 又は IMPORTER との間には何の契約も締結されてい

ない。 

- (その他模倣品の特徴を明記する。) 

 

ロシア連邦民法第 1484 条第 3 項によれば、混同の虞を生じる場合は、商標権者の許諾なく

商標登録の対象である物品と類似する物品に、混同を生じるほど類似する名称の商標を使用

することはできない。 

ロシア連邦民法第 1477 条第 1 項によれば、商標に対する排他的権利はロシアで保護の対象

となっている。 

 

ロシア連邦民法第 1229 条第 1 項によれば、商標の使用につき、第三者に許可又は禁止を行

うことができるのは商標権者(排他的権利の所有権者)のみである。商標の使用禁止がされて

いないからといって、許可されていることにはならない。商標権者の許諾なく商標を使用す

る行為は違法であり、罰せられる。 

 

ロシア連邦民法第 1515 条第 1 項によれば、違法に商標又は混同を生じるほど類似する名称

の付された物品、包装及びラベルは模倣品である。したがって、IMPORTER の輸入した商

標 XXXXX の付された物品は模倣品である。 

 

ロシア連邦行政違反法第 14.10 条は、類似商品への登録商標の違法な使用に対する行政責任

を規定している。 

 

以上を考慮し、またロシア連邦民法第 1559 条、第 1229 条、第 1484 条並びにロシア連邦行

政違反法  第 14.10 条にしたがって、IMPORTER に行政責任を負わせるために必要なあ
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らゆる措置を講じるよう要請する。 

署名 

役職 

日付 

著作権侵害に関連する請願書は法律の別の条に基づき作成されるため、そのサンプルは尐し

異なるものとなる。 

(8) 税関における登録制度 

 ロシア税関の知的財産登録簿に商標／著作権の登録を行うためには、権利者(その代理人)

は登録申請を行わなければならない。申請書では、一又は複数の知的財産権を指定し、次の

基本情報／文書を添付することができる。 

 委任状(正式認証及びアポスティーユによる認証) 

 国家商事登録簿からの商標権者の事業者証の抄本又は法人設立認可証(正式認証及び

アポスティーユによる認証) 

 損害填補保証書(正式認証及びアポスティーユによる認証) 

 ロシア商標登録証／国際商標登録証のそれぞれの簡易(スキャンした)コピー 

 WIPO 発行の国際商標登録原簿の原本(original extract) 

 著作権を確認する文書(登録証、寄託証) 

 税関登録を求める、商標を付した／著作権のある物品の正確なリスト 

 Rospatent に登録されたライセンス契約の簡易(スキャンされた)コピー(ある場合) 

 Rospatent に登録された譲渡捺印証書の簡易(スキャンされた)コピー(ある場合) 

 販売代理店契約の簡易(スキャンされた)コピー(ある場合) 

 (職務著作物の場合)雇用契約の簡易(スキャンされた)コピー 

 著作権の譲渡を確認する合意書の簡易(スキャンした)コピー 

 すべての認定(及び既知の非認定)輸入業者／通関申告者及びそれぞれの納税者番号

(ロシアの「INN」)のリスト 

 税関の知的財産登録簿への認定輸入業者／通関申告者の登録の許諾書(公証・アポステ

ィーユによる認証 

 すべての認定(及び既知の非認定)輸出業者／荷主のリスト 

 すべての認定(及び既知の非認定)製造業者／生産業者のリスト 
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 真正品(及び判明している場合は模倣品)の通関手続を行う主な税関支署 

 模倣品を識別する主な特徴 

 真正品を識別する主な特徴 

 真正品(及び模倣品)の写真、実物、及び又は見本品(ある場合) 

 真正品(及び模倣品)に使用されているラベル、タグ、ステッカー(ある場合) 

 商標権者／著作権者は、自己の裁量により、水際対策及び差止めのために重要かつ不可欠

と実際に考える措置の申請書にその他関連する情報及び／又は文書を追加し、添付すること

ができる。税関は、これを快く受理する。 

 ロシア連邦税関局に申請書が提出されると、担当審査官はこれを同封されている文書と共

に審査し、30 営業日以内に書面により登録を認める(拒絶する)旨の決定を申請者に通知しな

ければならない。この通知期間は、追加文書又は情報が必要とされる場合は、2 ヶ月まで延

長することができる。ロシア連邦税関局の決定により登録が認められる場合、商標権者／著

作権者に適宜通知し、(1 ヶ月以内に)物的損害の賠償義務(損害填補保証書)の保険金(契約)を

提出するよう求める。この保険証書によって、尐なくとも 500,000 ルーブル(約 16,700 ドル)

の責任が担保されなければならない。したがって、申請からロシア連邦税関局の最終決定(税

関の登録手続が完了する)までは一般に 2～3 ヶ月ほどかかる。対象となる商標／著作権が適

切に税関の知的財産登録簿に登録されると、ロシア連邦の領域にあるすべての税関当局はこ

の記録を参照しなければならない。 

(9) 税関における通関停止の保証としての保証証書及び／又は担保証書 

 ロシアの法律では、税関の知的財産登録簿への商標又は著作権の登録について公定手数料

はかからないと定められている。登録簿への商標／著作権の登録手続において権利者が納付

する手数料は、賠償責任保険契約の保険料と弁護士(代理人)費用のみである。賠償責任保険

契約は、税関の知的財産登録簿に商標／著作権を登録するために必要な書類の一つとして、

ロシア連邦税関局に提出する。保険料の金額は保険会社が計算し、通常は保険対象物の金額、

登録対象となる商標／著作権の件数、対象となる商標／著作権につき保護すべき物品／著作

物に応じて決まる。 

 訴訟費用は、裁判費用と弁護士(代理人)費用から成る。具体的には、行政訴訟／刑事訴訟

では、権利者には裁判費用が生じないが、民事訴訟の枠内で行われる法的措置には公定手数

料が課される。この金額は措置の費用に応じて異なり、ロシア租税法に従って算定する。 
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(10) 差押え手続における権利者及び通関申告者への情報の開示 

 ロシア連邦税関規則に関する法律第 308 条(3)によれば、権利者は解放停止の決定が出され

た物品に関する情報を税関当局から入手し、当該物品のサンプル及び実物を得ることができ

る。税関の行政手続きを支援するために採択された連邦税関局命令第 626 号は、物品の解放

停止に関する通知(停止通知)には次の情報を含めると定めている。  

＜通関申告者に対して＞ 

 通関申告番号 

 解放停止の決定が出された物品の説明(商標に関する情報を含む) 

 問題の物品が模倣品とされる特徴 

 通関停止の期間 

 権利者(その代理人)の氏名・名称及び住所 

＜権利者(その代理人)に対して＞ 

 当該物品の解放停止の決定を出した税関当局の部署に関する住所、電話番号、ファッ

クス番号、電子メールなどの情報 

 通関申告者(輸入業者)氏名・名称及び住所 

 解放停止の対象となった物品のある場所 

 解放停止の決定が出された物品の説明(商標に関する情報を含む。) 

 問題の物品が模倣品とされる特徴 

 決定の出された日 

 通関停止の期間 

通関停止品の関連画像を通知に添付することができる。 

(11) 税関が没収した模倣品の倉庫保管費用及び廃棄費用の負担 

 連邦税関局の「知的財産権の保護に関連する措置の税関手続の採択に関する」規則第 13

条によれば、模倣品と疑われる通関停止品は税関の保税倉庫に置かれる。 

 「ロシア連邦における税関規則に関する」連邦法第 128 条第 1 項第 3 号によれば、当該品

の保管につき関税が課される。 

 同連邦法第 114 条第 6 項によれば、関税の支払いは通関申告者が負担する。 

ただし、関税同盟の関税法第 331 条(5)は、知的財産権者の権利の侵害が証明されなかった場

合の、通関申告者が被った損害(納付済みの関税を含む)を賠償する知的財産権者の義務を定
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めている。 

 ロシア連邦民法第 1252(4)条によれば、裁判所は模倣品などの知的財産権を侵害している

と判断した製品をいかなる種類の賠償もなく、商流から外し破棄する命令権限を有する。破

棄費用は国家費用で負担されなければならない。 

(12) 税関との頻繁な連絡及び必要な情報の提供の推奨 

 税関との連絡は重要であり、税関に完全かつ実際の情報を提供する必要があることを強調

しなければならない。 

 税関の登録簿への知的財産権の登録により税関に提供する情報が多い(すなわち、認定及び

非認定の輸入業者／製造業者、知られている模倣品の輸入ルートなど)ほど、模倣品を発見し、

通関停止にする可能性は高まる。「ロシア連邦における税関規則に関する」連邦法第 306 条

(11)によれば、知的財産権者は税関登録簿への知的財産権の登録に際して提供した情報の一

切の変更又は更新(すなわち、自己又はその代理人の住所への変更)につき税関に通知するこ

とが義務づけられる。 

 「ロシア連邦における税関規則に関する」連邦法第 307 条(4)4 号のため、税関との連絡も

重要である。同条は、知的財産権者が自己の知的財産権につき疑われる侵害に関連して税関

の請求に応答できない場合は、税関は税関の登録簿から当該知的財産権を削除することがで

きると定めている。 

 また、知的財産権者の請願に基づき輸入業者に対する行政訴訟が提起される場合は、税関

は知的財産権者から追加的な情報の提供による支援を得る必要が生じる。この支援が提供さ

れない場合、税関は侵害の事実を証明できず、訴訟が取り下げられることになり、模倣品は

輸入業者に返却され、国内市場に流通されることになる。 

 これに加えて、税関の請求に応答するほか、例えば、知的財産権者が自己の権利を侵害す

る可能性のある委託販売品が流入することに気づいている場合は、税関に直接申告すること

ができる。この場合に、税関に請願を行うことができ、税関にはこの検討が義務づけられる。 

(13) 通関停止の関連機関及び専門機関 

通関停止を専門的に行う組織は税関のみである。 

＜税関の地域支部の連絡先(電子メールアドレス)＞ 

① 中央税関支部: ots–geg@mtu.customs.ru 

② シベリア税関支部: stu–kl@stu.zsttk.ru 

mailto:ots–geg@mtu.customs.ru
mailto:stu–kl@stu.zsttk.ru


225 

 

③ 北東税関支部: kontact_sztu@mail.customs.ru 

④ 南税関支部: jtu_kontakt@mail.customs.ru 

⑤ 沿ヴォルガ税関支部: ptu_contact@ptu.volga.customs.ru 

⑥ ウラル税関支部: MTS@ural.customs.ru 

⑦ 極東税関支部: dvtu@dvtu.vladivostok.ru 

⑧ 北コーカサス税関支部: ssbsktu@mail.ru 

 

 税関は物品の製造業者に関する捜査は行わないが、警察(内務省)など、その捜査権限を有

する国家機関がある。知的財産権者は自己の知的財産権の侵害を訴える請願を警察に行うこ

とができ、警察はその請願に記載された情報を確認する。 

警察連絡先: 

 ウェブサイト：http://mvd.ru/ (http://eng.mvdrf.ru/ - 英語版) 

 電話番号: (495) 667-72-64 

 住所: Russia, Moscow, Sadovo-Sukharevskaya str., 11 

 また、いくつかの調査会社や民間調査官も存在し、特許弁護士や商標弁護士と協力して、

依頼人に代わり必要な情報を集めてくれる。 

(14) 隣接諸国からの模倣品の流入を阻止する効果的な方法 

 中国などの隣接諸国からロシアへの模倣品の流入を阻止する上で、次の方法(措置)が効果

的であると言える。 

 ① 関税同盟のすべての加盟国(ロシア、ベラルーシ、カザフスタン)の特許庁への商標登録 

 ② 関税同盟のすべての加盟国(ロシア、ベラルーシ、カザフスタン)の税関の知的財産登録 

簿への商標登録 

 ③ (実際の運用開始後)統一税関登録簿への商標登録 

 ④ 関連法域において侵害が行われた場合の商標権の行使 

(15) 税関における模倣品差押えの通告の事例 

 2011 年 4 月、「O’KEY-Logistics」 LLC はディズニーキャラクター(商標として登録済み)

の付されたシャボン玉作成キットの模倣品 33,120 点をロシアに輸入しようとした。ディズ

ニーエンタープライズ社の代理人の申立てにより、税関は委託販売品の通関を停止して行政

訴訟を提起し、その後サンクトペテルブルク・レニングラード地方商事(仲裁)裁判所に提訴

mailto:kontact_sztu@mail.customs.ru
mailto:jtu_kontakt@mail.customs.ru
mailto:ptu_contact@ptu.volga.customs.ru
mailto:MTS@ural.customs.ru
mailto:dvtu@dvtu.vladivostok.ru
mailto:ssbsktu@mail.ru
http://mvd.ru/
http://eng.mvdrf.ru/
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した。2011 年 9 月 20 日、裁判所は、輸入業者に罰金を課し、模倣品を没収する判決を採択

した(http://pravo.ru/news/view/61249/)。 

 2010 年 5 月、「CAPO Duty free」非公開株式会社は「BOLCHOJ VODKA」「BOLCHOJ 

CURRANT」「BOLCHOJ LEMON」の名称のウォッカ 1,728 瓶を輸入した。「BOLSHOI」

商標の権利者のロシア国立アカデミー・ボリショイ劇場は、商標侵害を申し立てる請願を税

関に提出し、当該品の廃棄を求めた。この請願の結果、第 13 商事(仲裁)控訴裁判所は輸入業

者に罰金を課し、模倣品を没収する判決を出した。このウォッカの委託販売はその後ロシア

では行われなくなった。 

(http://www.telegraph.co.uk/news/worldnews/europe/russia/8507210/Bolshoi-Theatre-wi

ns-battle-against-drinks-company.html). 

(16) 税関差押えの抑止効果 

 水際対策、差押え、エンフォースメント及び税関の知的財産登録簿は、ロシアにおける模

倣品及び並行輸入品対策において非常に効率的かつ実行可能な機構だと考えられている。水

際対策及び差押えは、権利者が侵害に対して適切な法的救済措置を利用する有効な機会を与

えるものであるため、非常に信頼できることが実証されている。これらの措置は実際に抑止

効果があり、このことは輸入業者から予定している輸入業務が合法であるかを知りたいと多

数の問い合わせがあることからも実感することができる。 

 

http://pravo.ru/news/view/61249/
http://www.telegraph.co.uk/news/worldnews/europe/russia/8507210/Bolshoi-Theatre-wins-battle-against-drinks-company.html
http://www.telegraph.co.uk/news/worldnews/europe/russia/8507210/Bolshoi-Theatre-wins-battle-against-drinks-company.html
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(2) ロシア連邦行政違反法 (抜粋 ) 

ロシア連邦行政違反法 

2001 年 12 月 30 日付、法律第 195-FZ 号 

第 7 条 第 12 項 著作権及び著作隣接権、並びに発明及び特許権の侵害 

1. 本法第14条第33項第2号に規定する場合を除き、著作物若しくはレコードの複製物が著作権 

 及び隣接権に関するロシア連邦法に基づき偽造された場合、又は著作物若しくはレコードの複 

製物の製造者、その製造の場所、若しくは著作権及び隣接権の保有者に関して当該の複製物に

表示された情報が虚偽のものである場合に、所得を得る目的での著作物又はレコードの複製物

の輸入、販売、貸出、又はその他の不正使用、及び所得を得る目的での著作権及び隣接権のそ

の他の侵害は、次の通り処すものとする。 

民間人に対しては、1,500から2,000ルーブルの過料と著作物及びレコードの海賊版、海賊版 

の作成に使用された素材及び機器、並びに行政違反を行うために使用されたその他の器具の没 

収。公務員に対しては、10,000から20,000ルーブルの過料と著作物及びレコードの海賊版、複 

製に使用された材料及び機器、並びに行政違反を行うために使用されたその他の器具の没収。 

法人に対しては、30,000から40,000ルーブルの過料と著作物及びレコードの海賊版、海賊版の 

作成に使用された素材及び機器、並びに行政違反を行うために使用されたその他の器具の没 

収。 

2. 本法第14条第33項第2号に規定する場合を除き、発明、実用新案若しくは意匠の不正使用、 

発明、実用新案若しくは意匠に関する情報の公開前に著作者若しくは出願人の承諾を得ずに行 

われる発明、実用新案若しくは意匠の本質的部分の開示、又は発明者の剽窃及び共同発明者の 

強要は、次の通り処すものとする。 

民間人に対しては、1,500から2,000ルーブルの過料。公務員に対しては、10,000から20,000 

ルーブルの過料。法人に対しては、30,000から40,000ルーブルの過料。 

第 7 条 第 28 項 外国における産業財産の対象への所定の特許取得手続に対する違反 

外国における産業財産の対象への所定の特許取得手続に対する違反は、次の通り処すもの

とする。 

民間人に対しては、1,000から2,000ルーブルの過料。法人に対しては50,000から80,000ル

ーブルの過料。 
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ロシア連邦行政違反法 

2001 年 12 月 30 日付、法律第 195-FZ 号 

第 14 条 第 10 項 商標の不正使用 

他人の商標、サービスマーク、商品の原産地の名称、又は同一商品に関する表示の不正使

用は、次の通りに処すものとする。 

民間人に対しては、1,500 から 2,000 ルーブルの過料と商標、サービスマーク又は商品の

原産地名称の不正な複製が付された物品の没収。公務員に対しては、10,000 から 20,000 ル

ーブルの過料と商標、サービスマーク又は商品の原産地名称の不正な複製が付された物品の

没収。法人に対しては、30,000 から 40,000 ルーブルの過料と商標、サービスマーク又は商

品の原産地名称の不正な複製が付された物品の没収。 

第 14 条第 33 項 不正競争 

1. 本法第 14 条第 3 項及び本条本項第 2 号に規定する行為を除き、行為が犯罪性を持たな 

い不正競争は、次の通りに処すものとする。 

公務員に対しては、12,000 から 20,000 ルーブルの過料。法人に対しては、100,000 か 

ら 500,000 ルーブルの過料。 

2. 知的活動の成果、法人の個別化の手段、及び製品、作品及びサービスの個別化の手段の 

違法な使用により、商品の販売に際して売上高に表れた不正競争は、次の通りに処すもの 

とする。 

公務員に対しては、20,000 ルーブル以下の過料又は 3 年以下の資格剥奪。法人に対して 

は、違反が行われた市場における違反者の商品(作品又はサービス)の売上高の 100 分の 1 

から 15 分の 1 の金額で、100,000 ルーブルを下回らない過料。 
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(4) 関税同盟関税法 (抜粋 ) 

関税同盟関税法 

(2009 年 11 月 27 日付関税同盟関税法に関する条約の附属書) 

第 46 章「知的財産の対象物を含む物品に関する税関業務の特色」 

第 328 条 税関当局による知的財産権の対象物に関する権利の保護措置 

1. 税関当局は、その権限の範囲内で、本章が定める方法により知的財産の対象物に関する 

所有者の権利を保護する措置を講じるものとする。 

2. 知的財産権の対象物を保護する措置は、以下の物品に関しては、税関当局によって適用 

されないものとする。 

1) 国際郵便により個人宛に送付される物を含む、個人が私用のために税関国境を越えて 

輸送する物品 

2) 税関通過の税関手続きに従って税関国境を越えて輸送される物品 

3) 外交団、領事館、その他の外国の公式代表事務所、国際機関、並びにこれらの事務所、 

公館及び機関の職員が公用及び私用のために税関国境を越えて輸送する物品 

3. 税関当局による知的財産の対象物に関する権利の保護措置は、権利者が関税同盟の加盟 

国の法律に従ってその権利を保護するための手段に訴えることを妨げない。 

4. 税関当局は、関税同盟の加盟国のそれぞれの税関当局がその税関登録を管理する知的財 

産の対象物に関する権利、及び関税同盟の加盟国の知的財産対象物の統一税関登録簿に登 

録されている知的財産の対象物に関する権利の保護措置を、関税同盟の加盟国の法律に従 

って、かつ、当該税関登録簿に登録されていない知的財産の対象物に関しても講じるもの 

とする。 

第 329 条 税関当局による知的財産の対象物に関する権利の保護期間 

知的財産の対象物に関する所有者の権利の保護期間は、関税同盟の加盟国の税関当局が管

理する税関登録簿及び関税同盟の加盟国の知的財産の対象物の統一税関登録簿への登録によ

り設定される。ただし、この保護期間は、所有者が登録申請書で指定した期間であるが、登

録簿への登録の日から 2 年を超えてはならない。 

この期間は、本章の要件に従うことを条件として、所有者の請求に応じて何度でも延長す

ることができる。ただし、1 回あたり 2 年を超えてはならない。 
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関税同盟関税法 

(2009 年 11 月 27 日付関税同盟関税法に関する条約の附属書) 

知的財産の対象物に関する所有者の権利の保護期間は、適正な知的財産の対象物に関す

る所有者の権利の期間を超えることはできない。 

第 330 条 知的財産の対象物の税関登録簿 

1. 所有者の申請に基づき、知的財産の対象物は、関税同盟の加盟国の法律が定める条件で、 

関税同盟の加盟国の税関当局が保持する知的財産の対象物の税関登録簿に税関当局が登録 

するものとする。 

2. 税関当局は、関税同盟の加盟国の税関当局が保持する知的財産の対象物の税関登録簿に、 

関税同盟の 1 加盟国の領域内で保護される知的財産の対象物を、当該国の法律に従って登 

録する。 

3. 関税同盟の加盟国の知的財産の対象物の統一税関登録簿に知的財産の対象物を登録する 

ための条件及び登録簿を管理する順番は税関同盟の加盟国の国際的な合意により定める。 

第 331 条 知的財産の対象物を含む物品の解放停止 

1. 関税同盟の加盟国の税関当局が保持する税関登録簿又は関税同盟の加盟国の知的財産の 

対象物の統一税関登録簿に登録されている知的財産の対象物を含む物品の税関手続が行わ 

れる通関業務の過程において、税関当局が知的財産権侵害の痕跡を発見した場合、当該物 

品の解放は 10 営業日の間停止されるものとする。 

権利保有者又はその利益の代理人の請求により、税関当局はこの期間を延長することが 

できる。ただし、権利保有者又はその代理人が関税同盟の加盟国の法律に従って権利保有 

者の権利の保護について権限ある当局に付託している場合、かかる期間は 10 営業日を超 

えてはならない。 

物品の解放を停止する決定及び物品の解放停止を延長する決定は、税関当局の長又はそ 

の代理人が書面により行うものとする。 

2. 税関当局は、知的財産の対象物を含む物品の解放停止が決定された日から 1 営業日以内 

に、申告者及び権利保有者又はその利益の代理人に、かかる停止の事実、停止の理由とその

期間を通知し、申告者に対しては権利保有者及び(又は)その利益の代理人の氏名(姓、名、ミ

ドルネーム)及び所在(住所)を報告し、また権利保有者又はその利益の代理人に対しては申告

者の氏名(姓、名、ミドルネーム)及び所在(住所)を報告するものとする。 
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関税同盟関税法 

(2009 年 11 月 27 日付関税同盟関税法に関する条約の附属書) 

3. 知的財産の対象物を含む物品の解放停止が満了すると、本法に定める方法によりかかる 

物品の解放は再開され、実施されるものとする。ただし、物品の撤去、押収若しくは没収 

を確認する文書、又は関税同盟の加盟国の法律に基づき他の文書が税関当局に提出されて 

いる場合を除く。 

4. 税関当局は、関税同盟の加盟国の法令が定める順番で、権利保有者の申請がなくとも、 

関税同盟の加盟国の税関当局が保持する知的財産の対象物の税関登録簿及び関税同盟の加 

盟国の知的財産の対象物の統一税関登録簿に登録されていない知的財産の対象物を含む物 

品の解放を停止することができる。 

5. 権利保有者は、権利保有者の権利の侵害が確定されない限り、関税同盟の加盟国の民事 

法令に従って、本章に基づく物品の解放停止の結果として知的財産の対象物を含む物品の 

申告者、所有者及び受領者に生じた物的損害(損失)に対して責めを負うものとする。 

第 332 条 知的財産の対象物を含む物品の解放停止の取消 

1. 物品の解放停止に関する決定は、以下に該当する場合には、物品の解放停止の期間が満 

了する前に取り消されるものとする。 

1) 税関が権利保有者又はその利益の代理人による決定の取消しを求める請求を受領した 

場合 

2) 知的財産の対象物が関税同盟の加盟国の税関当局が保持する知的財産の対象物の税関 

登録簿及び関税同盟の加盟国の知的財産の対象物の統一税関登録簿から削除された場合

3) 関税同盟の加盟国の法令によって定められるその他の場合 

2. 物品の解放停止の取消しは、税関当局の長又はその代理人に対して書面で行われるもの 

とする。 

3. 物品の解放停止の取消し後、関税同盟の加盟国の法令により別段の定めがない限りは、 

当該物品の解放は本法に従って再開され、実施される。 

第 333 条 情報の提供、並びに物品の見本品及び実物の取得 

1. 税関当局は、申告者及び権利保有者又はその利益の代理人に対し、解放停止に関する決 

定の対象となった物品の情報を提供するものとする。 

2. 本条に従って申告者、権利保有者又はその利益の代理人が受領する情報は秘密とし、関 
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関税同盟関税法 

(2009 年 11 月 27 日付関税同盟関税法に関する条約の附属書) 

税同盟の加盟国の法令の定める場合を除き、これらの者により第三者及び政府機関に漏洩、 

開示されてはならない。 

3. 税関当局の許可書により、権利保有者、申告者、又はこれらの者の代理人は、税関の監 

督の下で、物品の分析、検査、撮影、又はその他の記録を行うために、解放停止に関する 

決定の対象となった物品の見本品及び実物を取得する権利を有するものとする。 
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(5) 「ロシア連邦における税関規則に関する」ロシア連邦法 (抜粋 ) 

「ロシア連邦における税関規則に関する」ロシア連邦法 

2010 年 11 月 27 日付、法律第 311-FZ 号 

第 42 章 知的財産の対象物に関する権利の保護措置 

第 305 条 税関当局による知的財産の対象物に関する権利の保護措置の適用根拠 

1. 税関当局は、関税同盟関税法第 46 章及び本章に従って、物品の解放の停止に関連して、

知的財産の対象物に関する権利の保護措置を講じるものとする。 

2. 知的財産の対象物に関する権利の保護措置は、知的財産の対象物の税関登録簿に登録さ

れている著作権及び著作隣接権、商標、サービスマーク、並びに物品の原産地表示の対象

物(「知的財産の対象物」)に関わる物品に関して講じられるものとする。税関当局は本章

に従って、権利保有者の請求なく、知的財産の対象物に対する権利の保護措置を講じる権

利を有するものとする。 

第 306 条 権利保有者による請求提出とその検討手続 

1. 権利保有者は、ロシア連邦への物品の輸出入に関連して、又は税関の管理下にある物品

に関してその他の措置を行う際に、ロシア連邦の法令に従って自らの権利の侵害が発生す

る可能性があると疑う正当な理由を有する場合、当該知的財産の対象物を知的財産の対象

物の税関登録簿に登録することを求める申請を提出する権利を有するものとする。権利保

有者に代わり、その代理人は関税同盟関税法及び本連邦法が規定する行為を行うことがで

きる。 

2. 知的財産対象物の税関登録簿への知的財産の対象物の登録を求める申請には、以下の情

報を記載しなければならない。 

1) 権利保有者に関する情報。代理人による申請の場合には、代理人に関する情報も記載

するものとする。 

2) 知的財産の対象物に関する情報。 

3) ロシア連邦への輸出入、又は税関の管理下にある際に他の行為を行うことが、その権

利の侵害となると権利保有者が考える物品に関する情報。かかる情報は税関当局が当該



248 

 

「ロシア連邦における税関規則に関する」ロシア連邦法 

2010 年 11 月 27 日付、法律第 311-FZ 号 

物品を特定できるのに十分詳細であるものとする。 

4) 税関当局が物品の解放の停止に関連する措置を講ずべき期限に関する情報。 

3. 申請は知的財産の対象物に対する権利の存在を確認する文書（証書、譲渡契約書、ライ

センス契約書、知的財産の対象物に対する自らの権利の確認として権利保有者が提出する

ことができる他の文書）を添付するものとし、申請が代理人によって提出される場合には、

かかる申請は権利保有者がかかる代理人に発行した委任状を添付するものとする。権利保

有者（又はその代理人）は、その権利の侵害が疑われる証拠を構成し得る物品の見本品を

かかる申請に添付することができる。  

4. 知的財産の対象物の種類に応じた申請提出手続、情報要件及び提出されるべき文書は、

連邦税関局が決定するものとする。 

5. 申請は、物品の解放の停止の結果として物品の申告者、所有者若しくは受領者又は他の

者に生じる可能性がある物的損害の賠償に関する権利保有者の誓約書を添付するものとす

る。  

6. 連邦税関局は、申請の受領日から 1 ヶ月以内に申請を検討し、物品の解放の停止に関す

る措置を講じること、かかる措置を講じることの拒絶、又は知的財産対象物の税関登録簿

への知的財産対象物の登録に関する決定を行うものとする。  

7. 権利保有者(又はその代理人)が提出した情報の確認のために、連邦税関局は、権利保有者

(若しくはその代理人)、第三者、又は国の官庁から、提出された情報を確認する書類を請

求する権利を有するものとする。請求された書類は、請求の受領から 10 日以内に提出さ

れなければならない。この場合、連邦税関局は 1 ヶ月を超えない範囲で申請検討期間を延

長することができる。 

8. 権利保有者(又はその代理人)が、提出を求められた、決定を行うのに重要な争点となる書

類を提出しない場合、申請の検討を停止することができる。この場合、申請検討の期間全

体は 3 ヶ月を超えることはできない。権利保有者(又はその代理人)から提出を求めた書類

を受領しない場合、申請は撤回されたものとみなされ、それ以上の検討の対象とはならな



249 

 

「ロシア連邦における税関規則に関する」ロシア連邦法 

2010 年 11 月 27 日付、法律第 311-FZ 号 

いものとし、権利保有者は文書又は電子形式でそのことを通知されるものとする。 

9. 物品の解放の停止に関する措置を講じること及び知的財産対象物の税関登録簿に知的財

産対象物を登録することの拒絶の決定は、提出された文書が関係する知的財産対象物に対

する権利保有者の所有権を裏付けない場合、又は権利保有者が一部無効な情報を提出した

場合に行われるものとする。知的財産対象物を知的財産対象物税関登録簿に登録すること

の拒絶の決定は、権利保有者が本連邦法第 307 条第 2 項に規定する要件に遵守しなかった

場合にも行われるものとする。 

10. 権利保有者は行われた決定を書面又は電子形式で決定の日から 3 日以内に通知される

ものとする。 

11. 申請書又はそれに同封した文書に記載したデータに変更があった場合、権利保有者(又

はその代理人)は速やかにその旨を連邦税関局に伝達しなければならない。 

第307条 知的財産対象物の税関登録簿 

1. 連邦税関局が物品の解放の停止に関する措置についての決定を行った著作権又は著作隣

接権、商標、サービスマーク、及び物品の原産地表示は、知的財産対象物の関税登録簿に

登録されるものとする。登録簿への登録に関して、手数料は徴収されないものとする。連

邦税関局は同局が定める手続に従って登録簿を保管するものとする。 

2. 連邦税関局が物品の解放の停止に関する措置を講じる決定を行っている知的財産の対象

物は、権利保有者がロシア連邦民法に定める方法で本連邦法第306条第5項に定められたそ

の義務を遵守していることを条件に、登録簿に登録されるものとする。権利保有者は前述

の義務の履行を保証する担保を本連邦法第306条第5項に定める者に生じる損害に対する

責任に付保する保険証書を提出することによって代替することができる。前述の義務の総

額又は付保額は30万ルーブル以上でなければならない。 

3. 権利保有者が義務の保証を確認する書類、又は損害賠償責任に付保する保険証書を、物

品の解放の停止に関して措置を講じることの決定の通知が送付された日から1ヶ月以内に

提出しない場合、連邦税関局は知的財産対象物を登録簿に登録することを拒絶する決定を

行うものとする。 

4. 知的財産の対象物は、以下の場合、登録簿から除外されるものとする。 
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1) 権利保有者が申し立てた場合 

2) 権利保有者が本条第 2 項に規定する要件を履行しない場合 

3) 知的財産対象物の法的保護の期間が満了した場合 

4) 権利保有者が、物品の解放の停止の期間内に、ロシア連邦法が認める官庁にその権利の保

護を申請しないか、物品の解放の停止の決定の撤回に関する申立を税関に提出しない場合 

5) 知的財産対象物の登録の申請の提出に際して虚偽の情報が提出されたことが発見された

場合 

5. 以下に基づき、登録簿の記載事項の変更を行うことができる。 

1) 知的財産対象物の登録簿への登録を求める申請書又は同封された文書に明記されてい

たデータの変更に関して、権利保有者(又はその代理人)から受領した情報 

2) 登録簿に権利保有者として登録された者が知的財産対象物に対する権利を剥奪される

か、制限されたことについて、権利執行機関、人又は法人から受領した情報 

6. 登録簿の記載事項の変更は連邦税関庁の決定に基づいて行われるものとする。 

7. 連邦税関局の決定に基づき、登録簿への変更の記載は、受領した情報の確認に先立って

行うことができる。権利保有者及び税関は、決定が行われた翌営業日に決定を通知される

ものとする。確認中は、当該知的財産対象物に関係する物品の解放の停止に関連する措置

は講じられないものとする。 

8. 知的財産対象物を登録簿に登録する期限は、確認に必要な期間について延長することが

できるが、2ヵ月を超えないものとする。 

9. 連邦税関局は、同局が定める手続に従って、登録簿のデータをその官報で公示し、イン

ターネット上のその公式サイトで公開するものとする。  

第308条 登録簿に登録されていない知的財産対象物に関係する物品の解放の停止 

1. 知的財産権侵害の兆候が明らかになっており、かつ、ロシア連邦の領域内での権利保有

者(又はその代理人)に関する情報が入手可能である場合、税関当局は登録簿に記載されて

いない知的財産対象物に関係する物品の解放を停止する権限を有するものとする。税関当

局は、本条に規定するその職務を履行するのに必要な情報を権利保有者から請求する権限

を有するものとする。本条に従った物品の解放の停止の場合、税関当局は、遅くとも物品
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の解放の停止の翌日にその旨を権利保有者と申告者に通知するものとする。 

2. 物品の解放は7営業日間停止されるものとする。所有者が税関に延長を求める請求書を送

付し、かつ、本連邦法第306条に従って当該知的財産対象物の登録簿への登録を求める申

請書を連邦税関局に提出することを条件に、税関当局は停止期間を10営業日まで延長する

ことができる。 

3. 権利保有者は本条に従って開放を呈する決定が行われた物品に関する情報を税関当局か

ら入手し、かかる物品の見本品を取得する権利を有するものとする。 

4. 税関当局が入手できる権利保有者に関する情報が確認されないか、権利保有者(又はその

代理人)がかかる決定の取消を税関当局に求めている場合、及び本連邦法第310条に規定す

る場合、物品の解放の停止に関する決定は、物品の解放の停止の期間の満了に先立って取

消の対象となるものとする。物品の解放の停止の満了までに、権利保有者が本条第2項に

規定する条件を満たしていないか、権限を与えられた機関が物品の処分、押収又は没収に

関する決定を行っていない場合、物品の解放は関税同盟関税法令及び本連邦法に従って行

われるものとする。 

5. 本条に規定する措置は、本条に従って既に措置が講じられている知的財産対象物に関係

する物品に関して適用されないものとする。 

第309条 物品の解放の停止に関連する措置を講じることに関して税関当局が決定を行う 

期限 

物品の留置、物品留置の延長、物品の解放、並びに情報取得、精査及び見本取得の行為の

権利の付与に関する決定は、知的財産権侵害の兆候が明らかになるか、関係する請求書を受

領するか、対応する決定が行われる他の行為が行われた翌日までに行われるものとする。 

第310条 開放が停止されている物品の廃棄手続 

物品の解放の停止期間中に、関税同盟関税法第331条又は本連邦法第308条に従い、権利保

有者から同意書を得た申告人は、留置されている物品の廃棄に関する税関手続を申告するこ

とができる。その場合、税関当局の物品の解放の停止に関する決定は取り消されるものとす

る。 
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